
            【公開質問状】 立憲民主党代表選に立候補された皆さんへ 
                                   

                                              2021年11月22日 
 

                                    土地規制法廃止アクション事務局 

                                   沖縄・一坪反戦地主会関東ブロック 

                               土地規制法を廃止にする全国自治体議員団 
 

 この質問に対する回答は、代表選の投票を行う有権者への判断材料とすることを目的としていま

す。そこで、11月25日（木）までに回答をいただきたいと思います。 

 寄せられた回答内容、もし残念ながら回答がいただけなかったときはその事実を含め、広く公表

させていただきます。 
 

                      【回答先】 （FAX） 
 

第１ 質問 

あなたは、立憲民主党の代表に選ばれた場合、違憲立法である土地規制法の廃止に尽力されま

すか。 
 

第２ 質問の理由 

 6月16日未明、憲法学者や弁護士会、そして多くの市民の反対を無視し、国会審議における立

憲野党の強い疑念に何ひとつ答えることなく、「重要施設周辺及び国境離島等における土地等の

利用状況の調査及び利用の規制等に関する法律」（土地規制法）が成立しました。 

 本法の条文に「内閣総理大臣」という言葉が33回も登場します。まさに、「内閣総理大臣の内閣

総理大臣による内閣総理大臣のための法律」です。 

 また、本法は、基地や原発だけでなく、重要インフラ施設の周辺の土地を所有していたり、住ん

でいたり、あるいは出入りしているだけで、多くの市民の個人情報を無制限に集めることを可能に

し、市民活動にさまざまな規制を行い、その規制に従わないときには刑罰の対象としようとするもの

です。市民を監視し、憲法の平和主義や基本的人権を踏みにじる違憲立法にほかならず、このよ

うな法律は、廃止しなければなりません。 

 私たちは、本法の廃止を求め、市民集会を開催し、それぞれの地方議会で、陳情・意見書の提

出、一般質問などの行動を継続的に行っています。この稀代の悪法の存在と問題点がまだまだ

知られていないのが現状ですが、全国で約20の弁護士会が本法の廃止を求める決議を採択する

など、廃止を求める機運は高まってきています。 

 このような中、先の衆院選前に、貴党を含む立憲野党と市民連合との合意の中に秘密保護法・

安保法制・共謀罪などの違憲な法律の廃止を目指すことが盛り込まれました。私たちは、この合意

には土地規制法の廃止も含まれていると考えています。 

 土地規制法の完全施行は来年の9月です。その前には参議院選挙もあります。立憲民主党は

土地規制法に反対されました。あなたが、立憲民主党の代表に選出された場合、廃止法案の提

出など、土地規制法の廃止のために尽力されることを望んでいます。 
                                             

 【回答欄】                                    


